
三重県がん患者妊孕性温存治療費助成事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 県は、将来子どもを産み育てることを望む小児、思春期・若年がん患 

者の経済的負担の軽減を図るため、妊孕性温存治療に要する費用の一部に対 

して、予算の範囲内において助成金を交付するものとし、その交付に関しては、 

三重県補助金等交付規則（昭和 37 年三重県規則第 34 号）に規定するものの 

ほか、この要綱に定めるところによるものとする。 

 

（事業内容） 

第２条 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）、国民健康保険法（昭和 33 年法 

律第 192 号）その他の法律に基づく医療保険制度による保険給付とならない 

（以下「医療保険適用外」という。）、がん治療開始前の妊孕性温存治療（以下 

「温存治療」という。）に要する費用の一部を助成する。 

 

（実施主体） 

第３条 この事業の実施主体は三重県とする。 

 

（助成対象者） 

第４条 この要綱による助成の対象となる者は、次に掲げる要件を全て満たす 

者とする。 

（１）温存治療開始日から終了日までの間、三重県内に住所を有していること。

（２）温存治療を開始した日における年齢が 43 歳未満の者であること。 

（３）「小児、思春期・若年がん患者の妊孕性温存に関する診療ガイドライン 

２０１７年版」（一般社団法人 日本癌治療学会 編）に基づき、がん治療に

より、生殖機能が低下する、又は失うおそれがあると医師に診断された者であ

ること。 

（４）三重県が別表に定める医療機関において温存治療を受けた者であること。 

（５）温存治療について、三重県特定不妊治療費助成事業に基づく助成を受けて

いない者であること。 

（６）三重県小児・ＡＹＡ世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業実施

要領に基づく助成の対象とならない者であること。 

 

（助成対象費用） 

第５条 この要綱による助成の対象となる費用は、ガイドライン推奨グレード一   

覧に基づき行われる温存治療に要する費用のうち、推奨グレードＡ、Ｂ及びＣ 



１の精子、卵子、卵巣組織等の採取及び凍結並びに胚（受精卵）の凍結にかか 

る保険適用外経費（初回の保存料、治療に関係のある入院費及び室料を含む） 

とする。ただし、治療に関係のない入院費及び室料、入院時の食事等、温存治 

療に直接関係のない費用及び凍結保存の維持に係る費用は対象外とする。 

なお、妊孕性温存治療医とがん治療医の同意が得られない場合は助成の対 

象としない。 

 

（助成額） 

第６条 温存治療に要した医療保険適用外費用の額に 2分の 1を乗じて得た額 

（円未満の端数がある場合はその端数を切り捨て）を、3 万円を上限とし、1

回を限度として助成する。 

 

（申請） 

第７条 この要綱による助成を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、 

温存治療終了後、温存治療が終了した日の属する年度内に、三重県がん患者妊

孕性温存治療費助成申請書（様式第１号）に、次の関係書類を付して知事に申

請するものとする。ただし、温存治療の実施後、期間を置かずに原疾患治療を

開始する必要があるなどのやむを得ない事情により、当該年度内の申請が困

難であった場合は、翌年度に申請を行うことができるものとする。 

（１）三重県がん患者妊孕性温存治療費助成申請に係る証明書（様式第 2号 

及び第 3号） 

（２）当該申請に係る温存治療に要する費用の額がわかる医療機関が発行し 

た領収書 

（３）住民票の写し（個人番号の記載がなく、発行から３か月以内のもの） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 

（助成決定及び支払い） 

第８条 知事は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類の

内容を審査し、適当と認めるときは助成決定通知書（様式第 4号）により、適

当と認めないときはその理由を記した助成不承認決定通知書（様式第 5 号）

により申請者に通知するとともに、助成金を申請者の指定する金融機関の口

座に振込の方法で支出するものとする。 

 

（交付の条件） 

第９条 三重県の交付する補助金等からの暴力団排除措置要綱（以下「暴力団排

除要綱」という。）別表に掲げる一に該当しないこと。 



２ 暴力団排除要綱第８条第１項に規定する不当介入を受けたときは、警察に

通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと及び知事に報告すること。 

 

（助成金の返還） 

第１０条 知事は、虚偽その他の不正手段により助成を受けた者に対して、助成 

 した額の全部または一部の返還を命ずることができるものとする。 

 

（助成台帳） 

第１１条 知事は、助成決定の状況を明確にしておくため、がん患者妊孕性温存 

治療費助成事業台帳（様式第６号）を備え付け、適正に管理するものとする。 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

 附 則 

この要綱は、令和元年 7月 1日から施行し、平成 31 年 4 月 1 日以後に開始し

た温存治療に係る費用の助成から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年４月１日以降に開始した

温存治療に係る費用の助成から適用する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和２年７月１３日から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、令和３年８月１日から施行し、令和３年４月１日以降に開始した

温存治療に係る費用の助成から適用する。 

 

別表（第４条関係） 

精子の採取及び

凍結 

がん治療主治医から紹介を受けた医療機関 

 


